
第19回 　 定 時 株 主 総 会

招集ご通知
開催日時：
平成30年６月23日(土曜日) 午前10時
受付開始 午前９時30分

開催場所：
横浜ベイシェラトン ホテル＆タワーズ
５階 柏
神奈川県横浜市西区北幸一丁目３番23号
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、

末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照のうえ、
お間違えのないようにご注意ください。）

議　　案：
第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　取締役５名選任の件

株主総会にご出席いただけない場合

郵送により議決権を行使くださいますようお願い申し
あげます。
議決権行使期限：
平成30年６月22日(金曜日) 午後６時まで
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証券コード：3477
平成30年６月１日

株　主　各　位
神奈川県横浜市港北区大倉山一丁目14番11号
フ ォ ー ラ イ フ 株 式 会 社
代表取締役社長 奥 本 健 二

第19回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第19回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通
知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数な
がら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示
いただき、平成30年６月22日（金曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願
い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月23日（土曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）
２．場 所 神奈川県横浜市西区北幸一丁目３番23号

横浜ベイシェラトン ホテル＆タワーズ ５階 柏
（会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は、末尾の「株主総会会場ご

案内図」をご参照のうえ、お間違えのないようにご注意ください。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項 第19期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告及び計算書類
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役５名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
議決権行使書面において、各議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示があった
ものとして取り扱わせていただきます。

以　上
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◎当日は、些少ながらお土産をご用意しておりますが、ご持参の議決権行使書用紙の枚数にかかわら
ず、ご出席の株主お一人様に対し１個とさせていただきます。

◎本招集ご通知の内容は、早期に情報をご提供する観点から、発送に先立って当社ウェブサイトに掲
載いたしました。

◎本招集ご通知において提供すべき書類のうち、次に掲げる事項については、法令及び当社定款第15
条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しております。

　①　事業報告の「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況」
　②　計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
　なお、これらの事項は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査

した事業報告、計算書類の一部であります。
◎株主総会参考書類、事業報告及び計算書類の記載事項に関し、修正が生じた場合は、当社ウェブサ

イトに掲載いたします。

当社ウェブサイト（https://ir.forlifeand.com/）

議決権行使に関するお願い

■ 株主総会にご出席される場合
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
（ご捺印は不要です。）
また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参ください。

■ 郵送で議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示の上、
平成30年６月22日（金曜日）午後6時までに
到着するようご返送ください。
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件
当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置づけ、企業価値の増

大に向け積極的に事業の成長に向けた投資や新たな事業領域への参入等を行うとともに、業績に応
じた成果を株主の皆様に配分することを基本方針としております。配当金については、配当性向
20％を配当額の目途としております。

当期の期末配当につきましては、上記の基本方針、当期の業績、今後の事業展開等を総合的に勘
案し、以下のとおりといたしたいと存じます。
⑴　配当財産の種類

金銭
⑵　株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金30円　　配当総額59,992,230円
(注)　当社は、平成30年１月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式

分割を実施しております。したがって、上記期末配当は株式分割実施前の１株当たり配
当額に換算すると、１株につき60円に相当します。これにより、中間配当金（１株につ
き20円）を加えた当期の年間配当額は１株当たり80円に相当し、当期は実質３円の増
配となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年６月25日
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　第２号議案　取締役５名選任の件
取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、経営体制強化のため１名増員し、取締役５名（うち社外取締役１名）の選任を

お願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号

１
お く も と

奥本  
け ん じ

健二 再任

生年月日 昭和38年５月26日生 所有する当社の株式数 1,400,000株

略歴､地位､担当及び
重要な兼職の状況

昭和63年 ４ 月 株式会社ミヤマ（現株式会社レオパレス21）入社
平成 元 年 ９ 月 住友不動産販売株式会社入社
平成 ８ 年 ９ 月 当社設立 代表取締役社長
平成27年 ４ 月 当社代表取締役社長執行役員（現任）

取締役候補者
とした理由

奥本健二氏は、当社の代表取締役社長として長年に亘り当社の経営の指揮を執り、企業価
値の向上に貢献しております。その実績、能力、不動産業界における長い経験と、企業経
営者としての経営全般における豊富な経験や見識を踏まえ、引き続き当社の中長期的な企
業価値向上への貢献が見込まれること、また、当社の持続的成長及び事業推進のために適
切な人材であると判断したため、取締役候補者といたしました。

特別の利害関係 奥本健二氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

候補者番号

２
な か む ら

中村  
ひとし

仁 再任

生年月日 昭和44年１月９日生 所有する当社の株式数 9,050株

略歴､地位､担当及び
重要な兼職の状況

平成24年 ５ 月 当社入社　常務取締役
平成25年 ５ 月 当社常務取締役 住宅営業部長
平成26年 ４ 月 当社専務取締役 住宅営業部長
平成27年 ４ 月 当社専務取締役 執行役員 住宅営業部長
平成29年 ４ 月 当社専務取締役 執行役員 分譲住宅営業部長兼再生住宅営業部長（現任)

取締役候補者
とした理由

中村仁氏は、当社の営業部門の責任者を務めるなど、不動産業界における豊富な経験・実
績を有しております。また、当社の取締役及び執行役員として経営に携わっている経験・
実績も有しており、引き続き当社事業の推進及び中長期的な企業価値向上への貢献が期待
できることから、取締役候補者といたしました。

特別の利害関係 中村仁氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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候補者番号

３
た か は し

髙橋  
こ う じ

効志 再任

生年月日 昭和45年12月21日生 所有する当社の株式数 9,050株

略歴､地位､担当及び
重要な兼職の状況

平成18年10月 当社入社
平成24年 ４ 月 当社住宅事業部長
平成24年 ７ 月 当社取締役 住宅事業部長
平成25年 ５ 月 当社取締役 施工部長
平成27年 ４ 月 当社取締役 執行役員 施工部長（現任）

取締役候補者
とした理由

髙橋効志氏は、当社の住宅事業や施工部門の責任者を務めるなど、住宅分野における豊富
な経験・実績を有しております。また、当社の取締役及び執行役員として経営に携わって
いる経験・実績も有しており、引き続き当社事業の推進及び中長期的な企業価値向上への
貢献が期待できることから、取締役候補者といたしました。

特別の利害関係 髙橋効志氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

候補者番号

４
わ た な べ

渡辺  
や す ひ ろ

泰寛 新任

生年月日 昭和39年６月19日生 所有する当社の株式数 0株

略歴､地位､担当及び
重要な兼職の状況

平成 元 年 ４ 月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行）入行
平成28年 ４ 月 同行銀座支店長
平成30年 ４ 月 同行本店上席調査役

取締役候補者
とした理由

渡辺泰寛氏は、金融機関における長年の経験と財務及び会計に関する豊富な知見及び経営
に対する高い見識を有しております。これらの経験・見識等を当社の経営に生かしていた
だくとともに、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に貢献していただくことを
期待し、取締役候補者といたしました。

特別の利害関係 渡辺泰寛氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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候補者番号

５
よ ね だ

米田  
こ う ぞ う

康三 再任 社外取締役就任年数　１年７カ月 社外取締役候補者 独立役員候補者

生年月日 昭和23年６月18日生 所有する当社の株式数 100株

略歴､地位､担当及び
重要な兼職の状況

昭和47年 ３ 月 株式会社住友銀行（現株式会社三井住友銀行）入行
平成13年 ４ 月 同行執行役員本店営業第二部長
平成14年 ６ 月 Japan Equity Capital Co., Ltd.会長兼ＣＥＯ
平成15年 ４ 月 大和証券ＳＭＢＣプリンシパル・インベストメンツ株式会社顧問
平成17年 ６ 月 平田機工株式会社代表取締役社長
平成24年 ４ 月 株式会社キンレイ（現株式会社ＫＲフードサービス）代表取締役社長
平成27年 ６ 月 株式会社タカギ社外取締役（現任）

アネスト岩田株式会社社外取締役（現任）
平成27年12月 スリーフィールズ合同会社代表社員（現任）
平成28年11月 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者
とした理由

米田康三氏は、金融機関における長年の経験と、事業法人における経営者としての豊富な
経験・実績・見識を有しております。社外取締役として、業務執行を行う経営陣から独立
した客観的な視点から、経営の監督とチェック機能を期待できること、また、取締役会に
おいて積極的に発言いただく等、当社の社外取締役在任中の実績等を踏まえ、中長期的な
企業価値向上への貢献が期待できることから、引き続き社外取締役候補者として選任いた
しました。

特別の利害関係 米田康三氏と当社との間には、特別の
利害関係はありません。 取締役会への出席状況 13回/14回

（93％）
（注）１．取締役候補者奥本健二氏は、当社の大株主であり親会社等に該当します。

２．当社は、米田康三氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定す
る額としており、同氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を継続する予定であります。

３．当社は、米田康三氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏の再任が承
認された場合、引き続き独立役員となる予定です。

４．米田康三氏は、平成30年６月21日開催予定の北越メタル株式会社第102回定時株主総会における取
締役選任議案の社外取締役候補者であります。

５．取締役候補者が所有する当社の株式数には、平成30年３月31日時点の当社役員持株会における持分
株式数を含んでおります。

以　　上
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（添付書類）
事業報告（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

１．会社の現況

■当社の経営理念
当社は、当社の経営の特徴である、高い生産性、効率性、財務健全性を維持し、分譲住宅事業、

注文住宅事業ともに、第一次住宅購入層のお客様を中心に、高品質で安全性の約束されたスタンダ
ード住宅の提供をメインテーマに、次のような経営理念をもって事業活動を行っております。

１．建物創りを通して、志を持って事業にあたる
２．時に合わせて柔軟に変化する能力を養いスピーディな営業を目指す
３．社内の強調と協働により一人あたりの生産性において地域においての業界ナンバーワンを目指す
４．お客様に、安心と安全を備えた、低価格で高品質な住宅を提供する

⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、企業収益の回復や雇用・所得環境の改善を受け、緩やか
な回復基調で推移しましたが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響などには留意
が必要な状況となっております。

当社の属する住宅業界におきましては、首都圏を中心に分譲マンション価格が高止まりする
中、戸建て住宅は比較的割安に購入可能であり、住宅取得支援施策や住宅ローンの低金利水準
継続も相まって、需要は安定的に推移しました。一方、建設需要の増加による建築コストへの
影響や、人口減少等による新設着工戸数への影響など、将来的な不安定要素も生じております。

このような状況のもと、当社は自社設計・自社施工管理による高品質かつ低価格な住宅の供
給をミッションに、当社の事業エリアである東京神奈川圏（神奈川県横浜市・川崎市、東京都
内城南地区）において活動エリアの深耕と拡充を推進し、分譲住宅事業・注文住宅事業ともに
引渡棟数は前期を上回りました。

また、関西圏への事業拡大及び中古住宅リノベーション事業の展開を企図し、平成29年６月
に京都府京都市に京都オフィスを開設しました。さらに、注文住宅事業の顧客層の拡大及び企
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業認知度向上の為、平成29年11月に神奈川県川崎市の武蔵小杉住宅展示場内において、当社
初のモデルハウスを開設しました。

加えて、今後の更なる事業拡大・成長を見込み、先行投資として営業部門を中心に人員採用
を実施しました。

損益面では、分譲住宅事業における販売価格の調整や前期に利益幅の大きい土地分譲取引が
あったこと等が、利益減少要因となりました。一方、上場に伴い新たに各種コストが発生しま
したが、経費節減等により、販管費比率は前年と同水準となりました。

これらの結果、当事業年度の売上高は8,659,451千円（前期比23.3％増）、営業利益は
381,570千円（同33.8％減）、経常利益は372,400千円（同32.8％減）、当期純利益は257,601
千円（同31.5％減）となりました。

セグメントごとの業績は、次のとおりであります。

（分譲住宅事業）
分譲住宅事業につきましては、主要展開エリアである横浜・川崎エリアにおいては、需要

が引続き堅調であり、分譲住宅の引渡棟数及び売上高は増加しましたが、完成在庫の圧縮を
目的とした販売価格調整や、前期に利益幅の大きい土地分譲取引があったことが利益減少要
因となりました。これらの結果、売上高は7,383,075千円（前期比16.8％増）、営業利益は
769,823千円（同16.5％減）となりました。

（注文住宅事業）
注文住宅事業につきましては、検討客に対する提案力の向上に取り組み、受注数の増加に

努めました。また、前期からの施策である営業人員の増加や渋谷店開設等により引渡棟数及
び売上高は増加しました。利益面においては、モデルハウスの償却費負担や人件費が増加し
ましたが、増収による販管費比率の低減効果が発現し始めたことから、売上高は1,256,976
千円（前期比81.1％増）、営業損失は9,930千円（前期は39,887千円の損失）となりまし
た。

（その他事業）
その他事業につきましては、マンション（区分所有）のリノベーションによる販売や、既

存住宅のリフォーム等により、売上高は19,399千円（前期比93.8％増）、営業損失は23,969
千円（前期は4,622千円の利益）となりました。
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セ グ メ ン ト の 名 称 売上高（千円） （前期比） 引渡棟数 (前期)

分 譲 住 宅 事 業
［う ち 土 地 分 譲］

7,383,075 （16.8％） 199 （156）

［551,857］ ［△32.3％］ ［9］ ［6］

注 文 住 宅 事 業 1,256,976 （81.1％） 61 （34）

そ の 他 事 業 19,399 （93.8％） － （－）

合 計 8,659,451 （23.3％） － （－）

②　次期の見通し（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）
今後の見通しにつきましては、わが国経済は、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政

策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される一方、海外経済の不確実性や金融資
本市場の変動の影響に留意する必要があります。

当社の属する住宅業界におきましては、住宅取得支援策の継続や雇用・所得環境の安定、平
成31年（2019年）10月に予定されている消費税増税前の駆け込み需要が見込まれる一方、資
材価格の上昇や職人の高齢化・人材不足等による建築工事費の上昇、用地取得の競争激化、新
設住宅着工戸数の長期的な減少等が見込まれます。

このような状況のもと、当社は引き続き、自社設計・自社施工管理による高品質かつ低価格
な住宅の供給をミッションに、東京神奈川圏（神奈川県横浜市・川崎市、東京都内城南地区）
における活動エリアの深耕と拡充を推進してまいります。

分譲住宅事業においては、高品質・低価格な分譲住宅の企画・開発に注力するとともに、品
質の更なる向上と原価管理の徹底に尽力してまいります。また、東急東横線沿線を中心に、地
域に密着した営業活動を展開することで、用地取得の強化や既存営業エリアの深耕を進めると
ともに、周辺エリアにおいても企業認知度の向上に努めてまいります。販売物件に関しては、
地域特性に合わせたプラン・価格を設定することで、完成在庫の更なる減少及び資産回転率の
向上に尽力してまいります。

注文住宅事業においては、営業人員の増加や広告宣伝の強化、平成29年11月に開設した展
示場内モデルハウスを活用することで、顧客との接点強化、企業認知度及びブランド力の向上
に努めてまいります。また、安心性・安全性を高めた高付加価値商品「プレシャス」の販売を
強化することで、売上高の増加を図ってまいります。営業エリアに関しては、既存の神奈川県
横浜市・川崎市、東京都内城南地区におけるシェア拡大に努めるとともに、東京23区全域にも
順次拡大してまいります。
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その他事業においては、京都オフィスを拠点にマンション（区分所有）におけるリノベーシ
ョン物件の販売を強化するとともに、既存住宅のリフォーム等も引き続き展開してまいります。

次期（平成31年３月期）の業績見通しにつきましては、売上高10,000百万円（前期比15.5％
増）、営業利益410百万円（同7.5％増）、経常利益391百万円（同5.2％増）、当期純利益
273百万円（同6.0％増）を見込んでおります。

③　設備投資の状況
当事業年度中において実施しました当社の設備投資の総額は56,679千円であります。
その主なものは、武蔵小杉住宅展示場の出店に伴うものであります。
また、当事業年度において実施した重要な資産の除却及び売却は車両運搬具3,645千円であ

ります。

④　資金調達の状況
該当事項はありません。

⑤　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑥　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑦　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑧　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 16 期
(平成27年３月期)

第 17 期
(平成28年３月期)

第 18 期
(平成29年３月期)

第 19 期
（当事業年度）
(平成30年３月期)

売 上 高 (千円) 4,234,507 5,127,407 7,024,818 8,659,451
経 常 利 益 (千円) 178,512 345,901 553,960 372,400
当 期 純 利 益 (千円) 116,975 245,095 375,898 257,601
１株当たり当期純利益 (円) 64.99 136.16 203.30 128.81
総 資 産 (千円) 2,765,011 3,006,250 3,400,155 4,229,812
純 資 産 (千円) 1,302,804 1,547,900 2,118,145 2,295,322
１株当たり純資産 (円) 723.78 859.94 1,059.10 1,147.81
(注)１．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出しております。

２．１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。
３．当社は、平成28年９月30日付で普通株式１株につき900株、平成30年１月１日付で普通株式１株につ

き２株の株式分割を行っております。第16期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり
当期純利益及び１株当たり純資産を算定しております。
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⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
該当事項はありません。

③　親会社等との間の取引に関する事項
該当事項はありません。

⑷　対処すべき課題
当社の対処すべき課題については、一次取得者を主要な顧客層としてリーズナブルな価格かつ

良質な新築戸建住宅を提供するだけでなく、事業用不動産の仕入れからアフターサービスまでを
ワンストップとすることにより、高い顧客満足度の獲得をとおして地域社会の貢献に努め、ひい
ては中長期的に更なる収益力向上を図る観点から、次の事項を重点施策として取組む必要がある
と判断しております。

①　事業エリアの拡充
当社は、神奈川県横浜市及び川崎市並びに東京都内城南地区を中心に狭小三層構造の新築戸

建住宅の分譲事業を主軸として注文住宅事業へ展開を行っておりますが、この地域は住宅取得
希望者の人気が高い地域であることから、既存店の規模拡充により営業基盤を固め周辺地域へ
延伸を図ってまいります。また、関西圏域における事業展開を進めてまいります。

②　事業用地仕入の強化
当社の主要事業である新築戸建住宅の分譲事業を推進するうえで、事業用地の取得が不可欠

であります。これまで大手不動産仲介会社や地場の不動産会社を通じた仕入を行っております
が、今後も仕入先との一層の関係強化と仕入ルートの多元化により、当社が企図する立地条件
の事業用地を適正価格によって安定的な確保を図ってまいります。

③　原価管理の強化
原材料費や外注費の上昇については、設計・施工・技術基準の見直しやスケール・メリット

を活かしたコスト低減及び標準工期の順守並びに完成在庫期間の短縮化を図ることにより、品
質を維持しながら収益の確保向上に努めてまいります。
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④　事業領域の拡充
当社は、主要事業である新築戸建住宅の分譲事業のほか、注文住宅事業を展開しております。

同事業は成長軌道に乗りつつあると考えておりますが、中長期的には主たる事業のひとつに成
長させるべく強化に取組んでおります。

また、更なる収益基盤を拡充すべく、既存マンションのリユース領域におけるリノベーショ
ン・リフォーム分野での事業領域拡充に取組んでまいります。

⑤　財務管理の強化
当社の資金調達は、事業用地等の取得に係るプロジェクト資金が主たる使途であり、この資

金調達を機動的かつ安定的に行う必要があります。今後の事業拡大のため在庫管理と財務管理
の一層の徹底に努めてまいります。

⑥　人材の確保と育成
当社は、引き続き持続的な成長を目指すに当たり、事業用地の仕入を担当する企画営業職や

新規出店エリアにおける建築士・施工技術者の確保等の体制整備を適宜適切に図ることが、地
域に密着した事業活動を支え経営基盤を強固なものとし得ると認識しております。

このため、今後も継続して既存店舗の規模を拡充し、事業エリアを拡大していくためには、
責任者の確保が必要不可欠であると考えております。

また、業容を拡大するうえで人的リソースによる寄与度が高いことから、不動産・住宅事業
に関する知見が豊かな人材の中途採用及び中堅に位置する人材の育成を重要な施策として取組
んでまいります。

⑦　内部統制及びコンプライアンス体制の強化
当社は、企業の継続的発展を図るために、内部統制の行き届いた管理体制を高機能に維持し

ていく必要があると認識しております。その一環として、当社の定める内部統制基本方針の遵
守及びコンプライアンス最優先の企業経営に努めてまいります。
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⑸　主要な事業内容（平成30年３月31日現在）
事 業 区 分 事 業 内 容

分 譲 住 宅 事 業 神奈川県横浜市及び川崎市並びに東京都内城南地区を中心とした新築戸建住
宅の企画・開発と販売

注 文 住 宅 事 業 神奈川県横浜市及び川崎市並びに東京都内城南地区を中心とした新築戸建住
宅の建築請負

⑹　主要な事業所（平成30年３月31日現在）
本 社 神奈川県横浜市港北区

営 業 所 横浜店：神奈川県横浜市西区、大倉山店：神奈川県横浜市港北区、
渋谷店：東京都渋谷区、武蔵小杉住宅展示場：神奈川県川崎市中原区

⑺　従業員の状況（平成30年３月31日現在）
同一の従業員が各セグメントに従事しているため、事業部門別の従業員を示すと次のとおりで

あります。
事 業 区 分 従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

営 業 部 門 25名 4名増

設 計 部 門 9 3名増

施 工 部 門 13 3名増

全 　 　 社 （ 共 通 ） 9 －

合 計 56 10名増

(注)１．従業員数の増加は、業容拡大及び一層の体制強化を図るためのものであります。
２．従業員数は、就業人員であり、臨時従業員を含んでおりません。
３．全社（共通）として記載されている従業員は、管理部門に所属しているものであります。
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⑻　主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 350,000千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 344,500

川 崎 信 用 金 庫 271,500

横 浜 信 用 金 庫 145,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 67,000

(注)１．借入先が有する当社の株式はありません。
２．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日付で商号を株式会社三菱ＵＦＪ銀行に変更いたしま

した。

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成30年３月31日現在）

⑴　発行可能株式総数 7,200,000株
(注)　平成30年１月１日で、株式分割（１株を２株に分割）に伴う定款の変更が行われ、発行可能株式

総数は3,600,000株増加しております。

⑵　発行済株式の総数 2,000,000株（自己株式259株を含む）
(注)　平成30年１月１日付の株式分割（１株を２株に分割）により、発行済株式の総数は1,000,000株

増加しております。

⑶　株主数 727名（前期末比71名増加）

⑷　大株主
株 主 名 持 　 株 　 数 （ 株 ） 持  株  比  率 （ ％ ）

奥 本 健 二 1,400,000 70.01

フ ォ ー ラ イ フ 従 業 員 持 株 会 44,400 2.22

平 田 由 世 28,000 1.40

嶋 田 文 吾 27,800 1.39

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 21,100 1.06

津 徳 和 昭 16,400 0.82

久 保 木 　 秀 　 男 14,600 0.73

宮 下 尚 憲 13,400 0.67

玉 　 木 　 三 千 彦 11,400 0.57

中 村 　 仁 9,050 0.45

髙 橋 効 志 9,050 0.45

(注)１．持株比率は、自己株式（259株）を控除して計算しております。
２．中村仁氏、髙橋効志氏の所有株式数には、役員持株会を通じて所有している持分を含めた実質

所有株式数を記載しております。

３．新株予約権等の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
⑴　取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 奥 本 健 二

専 務 取 締 役 中 村 　 仁 分譲住宅営業部長 兼 再生住宅営業部長

取 締 役 髙 橋 効 志 施工部長

取 　 　 締 　 　 役(社 外) 米 田 康 三
株式会社タカギ 社外取締役
アネスト岩田株式会社 社外取締役
スリーフィールズ合同会社 代表社員

常  勤  監  査  役 (社 外) 富 澤 　 廣

監 　 　 査 　 　 役(社 外) 細 川 順 弘 太田仁男税理士事務所 所属、税理士

監 　 　 査 　 　 役(社 外) 田 　 中 　 眞 知 子 司法書士法人ＹＬＯ 顧問、司法書士

監 　 　 査 　 　 役(社 外) 武 田 　 茂

(注)１．常勤監査役　富澤廣氏は、金融機関における長年の経験を持ち、金融、企業経営における豊かな経験と
高い見識があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

２．監査役　細川順弘氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお
ります。

３．監査役　武田茂氏は、事業法人の審査・リスク管理部門における長年の経験を持ち、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しております。

４．当社は、米田康三氏、富澤廣氏、細川順弘氏、田中眞知子氏及び武田茂氏を東京証券取引所の定めに基
づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

５．取締役　馬場俊郎氏は、平成29年６月27日付で辞任いたしました。

⑵　責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役及び各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条

第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としております。

－ 17 －



⑶　取締役及び監査役の報酬等
当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取 締 役 5名 98,400千円

監 査 役 4名 7,420千円

合 計
（ う 　  ち 　  社 　  外 　  役 　  員 ）

9名
（5名）

105,820千円
（12,220千円）

(注)１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まれておりません。
２．当社は、平成28年６月28日開催の第17回定時株主総会決議により、取締役の報酬限度額は年額２億円

以内、監査役の報酬限度額は年額１千万円以内となっております。

⑷　取締役及び監査役のトレーニング
当社の取締役・監査役については、各自が経営に必要な知識の習得及び役割と責務への理解を

深めるため、適宜、外部研修やセミナー等を受講できるように、費用面も含め支援する体制を取
っております。

監査役におきましては、コーポレート・ガバナンスの重要な一翼を担うべく、日本監査役協会
等が主催する講習会や勉強会に加えて、社外の交流会に参加するなど、監査役として必要な知識
の習得及び監査役の役割と責務の理解促進に努めております。

⑸　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

地 位 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 重 要 な 兼 職 先 と 当 社 と の 関 係

取 締 役 米 田 康 三
株式会社タカギ 社外取締役 重要な取引その他の関係はありません。
アネスト岩田株式会社 社外取締役 重要な取引その他の関係はありません。
スリーフィールズ合同会社 代表社員 重要な取引その他の関係はありません。

監 査 役

細 川 順 弘 太田仁男税理士事務所 所属 重要な取引その他の関係はありません。

田　中　眞知子 司法書士法人ＹＬＯ 顧問

当社は同法人に対して登記関連業務を委
託しておりますが、当社が支払った報酬
額は当社の販売費及び一般管理費の１％
未満であり、またその報酬額は同法人が
受領した報酬総額の１％未満でありま
す。
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②　当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名
取 締 役 会 及 び
監 査 役 会
出 席 回 数

取 締 役 会 及 び 監 査 役 会 に お け る
発 言 そ の 他 の 活 動 状 況

取 締 役 米 田 康 三
取締役会

13回/14回
(93％)

金融機関における長年の経験と企業経営の豊富な経
験・実績を生かし、経営から独立した客観的・中立的
な立場から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を
確保するための発言を行っております。
また、定期的に開催される経営会議への出席、代表取
締役、各部門長との意見交換等を行っております。

監 査 役 富 澤 　 廣

取締役会
14回/14回
(100％)

金融機関における長年の経験と企業経営の豊富な経
験・実績を生かし、取締役会及び監査役会において、
会計や内部監査等に関し、専門的見地から適宜発言を
行っております。
また、定期的に開催される経営会議への出席、代表取
締役、会計監査人、各部門長との意見交換、店舗往査
等を行っております。

監査役会
13回/13回
(100％)

監 査 役 細 川 順 弘

取締役会
14回/14回
(100％)

取締役会及び監査役会において、主に財務・会計等に
関し、税理士の専門的見地から適宜発言を行っており
ます。
また、監査結果についての意見交換、監査に関する重
要事項の協議等を行っております。

監査役会
13回/13回
(100％)

監 査 役 田　中　眞知子

取締役会
14回/14回
(100％)

取締役会及び監査役会において、主に企業法務に関
し、司法書士の専門的見地から適宜発言を行っており
ます。
また、監査結果についての意見交換、監査に関する重
要事項の協議等を行っております。

監査役会
13回/13回
(100％)

監 査 役 武 田 　 茂

取締役会
14回/14回
(100％)

取締役会及び監査役会において、事業法人の取締役及
び監査役としての豊富な経験と実績を生かし、適宜発
言を行っております。
また、監査結果についての意見交換、監査に関する重
要事項の協議等を行っております。

監査役会
13回/13回
(100％)

(注)　上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条の規定に基づき、取締役会決議が
あったものとみなす書面決議が１回ありました。
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

⑵　報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15,000千円

(注)１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人
の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適
切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等について同意の判断をいた
しました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合は、

株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びそ
の理由を報告いたします。

⑷　責任限定契約の内容の概要
当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

６．会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資 　 産 　 の 　 部 ） （ 負 　 債 　 の 　 部 ）

流 動 資 産 3,922,131 流 動 負 債 1,848,215
現 金 及 び 預 金 1,531,859 買 掛 金 349,640
完 成 工 事 未 収 入 金 54,937 短 期 借 入 金 1,176,500
販 売 用 不 動 産 339,952 １年内償還予定の社債 60,000
仕 掛 販 売 用 不 動 産 1,892,031 １年内返済予定の長期借入金 1,500
前 渡 金 36,028 リ ー ス 債 務 2,547
前 払 費 用 30,942 未 払 金 48,413
繰 延 税 金 資 産 23,369 未 払 法 人 税 等 40,213
そ の 他 13,011 前 受 金 95,312

固 定 資 産 307,681 預 り 金 9,632
有 形 固 定 資 産 264,059 賞 与 引 当 金 64,317

建 物 132,114 そ の 他 138
車 両 運 搬 具 27,749 固 定 負 債 86,275
工 具 、 器 具 及 び 備 品 27,280 社 債 80,000
土 地 134,958 リ ー ス 債 務 5,363
減 価 償 却 累 計 額 △58,042 退 職 給 付 引 当 金 911

無 形 固 定 資 産 9,473 負 債 合 計 1,934,490
ソ フ ト ウ エ ア 9,473 （ 純  資  産  の  部 ）

投 資 そ の 他 の 資 産 34,148 株 主 資 本 2,295,322
長 期 前 払 費 用 1,740 資 本 金 154,880
繰 延 税 金 資 産 3,727 資 本 剰 余 金 104,880
そ の 他 28,680 資 本 準 備 金 104,880

利 益 剰 余 金 2,036,105
利 益 準 備 金 9,529
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,026,575

繰 越 利 益 剰 余 金 2,026,575
自 己 株 式 △543

純 資 産 合 計 2,295,322
資 産 合 計 4,229,812 負 債 純 資 産 合 計 4,229,812

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(平成29年 4 月 1 日から
平成30年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 8,659,451
売 上 原 価 7,495,969

売 上 総 利 益 1,163,481
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 781,911

営 業 利 益 381,570
営 業 外 収 益

受 取 補 償 金 4,350
解 約 手 付 金 収 入 1,000
そ の 他 2,933 8,284

営 業 外 費 用
支 払 利 息 12,797
そ の 他 4,656 17,454
経 常 利 益 372,400
税 引 前 当 期 純 利 益 372,400
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 122,402
法 人 税 等 調 整 額 △7,604 114,798
当 期 純 利 益 257,601

（注）金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

平成30年５月８日
フォーライフ株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 芝 田 雅 也 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 津 村 陽 介 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、フォーライフ株式会社の平成29
年４月１日から平成30年３月31日までの第19期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ
た。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以　上
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監査役会の監査報告
監査報告書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第19期事業年度の取締役の職
務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査室その他の従業員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①  取締役会、経営会議、コンプライアンス委員会その他重要な会議に出席し、取締役及び

従業員等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な
決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。

②  事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行
規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該
決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び従業員等か
らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③  会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について
検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②  取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③  内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月14日
フォーライフ株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 富 澤 　 廣 ㊞
監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 細 川 順 弘 ㊞
監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 田　中　眞知子 ㊞
監 査 役
（ 社 外 監 査 役 ） 武 田 　 茂 ㊞

以　　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：神奈川県横浜市西区北幸一丁目３番23号
横浜ベイシェラトン ホテル＆タワーズ ５階 柏
TEL 045－411－1111（代）

横浜駅西口

出口3

中央通路中央通路 北通路
みなみ
通路 JR線 横浜駅

駅浜
横

横浜駅
横浜駅東急東横線

みなとみらい線

相鉄線

横浜駅京急線▼YCAT

鉄下
地営
市浜
横

モアーズ
髙島屋横浜店

交番

歩道橋

西口バスターミナル

至東京

ジョイナス

西口地下街へ

2階入口

ヨドバシカメラ

ＮＴＴ

内海橋

線
沢
ツ
三
速
高
都
首

地上経路図

横浜ベイシェラトン
ホテル＆タワーズ

地下経路図

モアーズ

横浜駅西口

西口地下街

中央広場

髙島屋横浜店

ジョイナス

ヨドバシカメラ横浜ベイシェラトン
ホテル＆タワーズ

中
央
モ
ー
ル

＜交通＞
JR・私鉄・地下鉄
横浜駅 西口より徒歩1分

(注)駐車場のご用意はいたしており
ません。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。


